
社会福祉法人における
指導監査事例等について

横浜市健康福祉局監査課
令和７年２月14日

※本資料では、令和７年度における社会福祉法人（横浜市健康福祉局所管）の運営について注意点等をまとめております。
法人運営のご参考としてください。
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令和７年度は、多くの法⼈で評議員、役員（理事、監事）の改選⼿続が必要になります。

①令和７年度に向けた留意事項
（評議員、役員の改選手続）
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令和７年度は、多くの法⼈で評議員、役員（理事、監事）の改選⼿続が必要になります。

①令和７年度に向けた留意事項
（評議員、役員の改選手続）
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事前準備（候補者の⼈選）

①令和７年度に向けた留意事項
（評議員、役員の改選について）

55

事前に資料を徴取し、書⾯により評議員、役員（理事、監事）としての資格要件や⽋格事由、特殊
関係、反社会的勢⼒に該当しないことなどを確認します。確認に必要となる主な資料を例⽰します。

欠格事由等の確認書
（誓約書）

私は、社会福祉法第40条第１項第2
号から第6号までに規定する全ての欠
格事由に該当しません。

・
・
・

履歴書

氏名
住所
連絡先
学歴・職歴

・
・
・

前任者が引き続き選任され
る予定であっても、前回の就
任時とは時点が異なり状況が
変化していることもあります
ので、選任する度に改めて履
歴書、誓約書等を徴し、確認
してください。



理事会招集通知の発出

①令和７年度に向けた留意事項
（評議員、役員の改選について）

理事・監事の全員に、期限までに理事会の招集通知を発出します。

◆ポイント
○ 理事会の⽇の１週間前（中７⽇間を空ける）までに各理事・監事に
対して招集を通知する必要があります。

○ 理事会における理事・監事の⽇程調整上の留意点としては次のとお
りです。
(1)理事会の定⾜数を満たすこと。
(2)特定の理事⼜は監事が2回以上連続して⽋席とならないこと。
(3)監事の全員が⽋席とならないこと。

66

理事会招集通知

１ 日時 ○月○日
２ 場所 本部会議室
３ 議題

(1) ○○の件
４ 議案の概要

(１) 第１号議案
別添○○のとおり

・
・
・



理事会（候補者の決定）

①令和７年度に向けての留意事項
（評議員、役員の改選について）

77

最初の理事会では、「評議員選任・解任委員会に推薦する評議員の候補者」及び「評議員会に
提出する理事・監事の候補者」を決定します。

◆ポイント
○ 出席理事の過半数の賛成で、評議員、理事及び監事の候補者を決定します。
（理事会で評議員、理事及び監事の選任をすることはできません。）

○ 監事の選任に関する議案を提出するためには監事の過半数の同意が必要なことから、同意
書の徴取⼜は理事会の場で同意を得て議事録に記載（賛成した監事の⽒名の記載及び当該監
事の署名⼜は記名押印）してください。

○ 理事、監事を選任する評議員会の招集ついて決議します（⽇時・場所、議題、議案）。



令和７年度は、多くの法⼈で評議員、役員（理事、監事）の改選⼿続が必要になります。

①令和７年度に向けた留意事項
（評議員、役員の改選手続）

88
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評議員選任・解任委員会（評議員の選任）

9

①令和７年度に向けた留意事項
（評議員、役員の改選について）

9

評議員選任・解任委員会（評議員の選任）

◆ポイント
○ 誤った構成員で委員会を開催している例が散⾒されます。定款に定める構成員で開催して
ください。

○ 「社会福祉法⼈の適正な運営に必要な識⾒を有する者」であることを説明してください。

○ 出席委員の過半数の賛成で選任します。ただし、定款で定めた外部委員の出席数及び賛成
数が必要です。

○ 定時評議員会と同⽇に開催することで新旧評議員が切れ⽬なく選任されますが、困難な場
合は「評議員の改選（評議員選任・解任委員会の開催時期の取扱い等）に係る留意事項につ
いて」（令和３年１⽉27⽇付け厚⽣労働省社会・援護局福祉基盤課事務連絡）により取り
扱ってください。



＜基本的な考え⽅＞
〇 任期満了⽇の算定は、評議員選任・解任委員会の議決があった⽇が起算点とする。
〇 上記に関わらず、法⼈と評議員の委任関係は、評議員の就任承諾をもって開始される。

＜定時評議員会の前に評議員選任・解任委員会を⾏う場合＞
○ 新評議員の就任承諾書の⽇付は「定時評議員会の開催⽇と同⽇」が望ましいものとなります。
○ 3⽉中に評議員選任・解任委員会を開催して 評議員を選任した場合、定時評議員会の前年度か
ら任期を起算することになるため、通常よりも任期が１年早く到来することに注意が必要。

旧評議員

新評議員

任期の起算点 就任⽇

定時評議員会

選任・解任委員会

1010①令和７年度に向けた留意事項
（評議員、役員の改選について）

10



＜定時評議員会の後に評議員選任・解任委員会を⾏う場合＞
○ 定時評議員会終了以降、新評議員の選任及び就任までの間については、旧評議員が評議員とし
ての権利義務を有するため、旧評議員が暫定的に職務を担います。

○ ただし、上記の状況が⻑期間に渡るのは適当ではないため、定時評議員会終了後、速やかに評
議員選任・解任委員会を開催して新評議員を選任し、就任承諾を得てください。

旧評議員

新評議員

任期の起算点
かつ就任⽇

定時評議員会

選任・解任委員会

1111①令和７年度に向けての留意事項
（評議員、役員の改選について）

11



令和７年度は、多くの法⼈で評議員、役員（理事、監事）の改選⼿続が必要になります。

①令和７年度に向けた留意事項
（評議員、役員の改選手続）
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評議員会招集通知の発出（理事・監事の選任）

①令和７年度に向けた留意事項
（評議員・役員の選任について）

評議員の全員に、期限までに評議員会の招集通知を発出します。

◆ポイント
○ 評議員会の⽇の１週間前（中７⽇間を空ける）までに各評議員に対
して招集を通知する必要があります。

○ 評議員会の招集通知は、原則として書⾯で発することとされていま
す。（評議員の承諾により、電磁的⽅法によることも可）

○ 招集通知には理事会で決定した以下の事項を記載
① ⽇時・場所
② 議題
③ 議案の概要

○ 定時評議員会で役員選任を⾏う場合は、開催⽇は理事会と2週間（中
14⽇）以上あけてください。

1313

評議員会招集通知

１ 日時 ○月○日
２ 場所 本部会議室
３ 議題

(1) ○○の件
４ 議案の概要

(１) 第１号議案
別添○○のとおり

・
・
・



定時評議員会（理事、監事の選任）

①令和７年度に向けた留意事項
（評議員・役員の改選について）

定時評議員会にて理事・監事を選任します。

〇 評議員の任期は「定時評議員会の終結の時まで」ですので、定時評議員会よりも前に評議員選
任・解任委員会で次期評議員を選任した場合でも、定時評議員会は現評議員で開催してください。

〇 社会福祉法⼈定款例（第13条）では、各候補者ごとに選任決議を⾏うこととなっています。

※ その他に想定される議題・議案です。適宜、法⼈内でご確認の上、ご対応をお願いいたします。
・計算書類等の承認
・定款の変更
・役員等報酬基準の承認
・社会福祉充実計画の承認 など

1414



理事会（理事⻑（及び業務執⾏理事）の選定）

①令和７年度に向けた留意事項
（評議員、役員の改選について）

〇 定時評議員会後、速やかに理事会を開催し、理事⻑（及び業務執⾏理事）を選定します
（招集⼿続の省略等）。

〇 この⼿続は、理事全員が再任の場合や、理事⻑（及び業務執⾏理事）の再任が予定されてい
る場合であっても、必須の⼿続です。

〇 理事⻑については、選任後、２週間以内に変更登記が必要です。

1515

社会福祉法人
変更登記申請書

１ 法人等番号
２ 名称
３ 主たる事務所
4 登記に事由
5 登記すべき事項



就任承諾書

①令和７年度に向けた留意事項
（評議員、役員の改選について）

法⼈と評議員、理事及び監事は委任契約の関係にあります。そのため、役員等になるためには定款
に定める選任決議と被選任者の就任承諾が必要です。

※理事就任の場合の承諾書

就任承諾書

社会福祉法人○○会の理事
に就任することを承諾します。

任期
令和○○年○月○日開催の
定時評議員会の終結の時から
令和△△年の定時評議員会
の終結の時まで

・

◆ポイント

○ 就任承諾書は、原則として定時評議員会の⽇までに徴します。
○ 任期満了の算定にあたっては、評議員の場合は評議員選任・解任委
員会、役員の場合は（定時）評議員会の議決のあった⽇を起算点とし
ます。（3⽉中に選任議決をおこなった場合は、通常よりも任期が１年
短くなることに注意してください。）
○ 任期の終期は、法令及び定款に定める「定時評議員会の終結の時ま
で」となります。

1616
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②法人指導監査における主な指摘事例

指導監査の⽬的

指導監査の根拠

指導監査の根拠

1818

法令⼜は通知等に定めれている法⼈として遵守すべき事項について、運営の
実態の確認を⾏うことによって、適正な法⼈運営と社会福祉事業の健全な経営
の確保を図る
（社会福祉法⼈指導監査実施要綱）

所轄庁は、 (略)当該職員に、社会福祉法⼈の事務所その他の施設に⽴ち⼊り、
その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させるこ
とができる。（社会福祉法第56条）



②法人指導監査における主な指摘事例

【指導監査ガイドライン】（「社会福祉法⼈指導監査実施要綱」別紙）

〇監査の確認事項や指導監査の基準を明確化したもの

1919

① 監査事項
・監査の対象とする事項

② チェックポイント
・当該事項の法令及び通知上の根拠、監査事項の適法性に関する判断を
⾏う際の確認事項

③ 着眼点
・チェックポイントの確認を⾏う際に着⽬すべき点

④ 指摘基準
・法令⼜は通知等の違反がある場合に⽂書指摘を⾏うこととする基準

⑤ 確認書類
・チェックポイントを確認するために⽤いる書類



指導監査ガイドライン（「社会福祉法⼈指導監査実施要綱」別紙）

②法人指導監査における主な指摘事例

（厚⽣労働省HPより）

2020

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_13322.html



②法人指導監査における主な指摘事例
(法人運営における事務手続について)

指導監査では、役員等の選任⼿続や評議員会・理事会の事務⼿続等に誤りのある
法⼈が多く⾒られます。

指摘事例の内容

（事例１） 評議員会の招集が適正に⾏われていない。

（事例２） 監事の選任⼿続が適正に⾏われていない。

（事例３） 計算関係書類等に関して、必要な機関の承認を受けていない。

（事例４） 評議員会・理事会の議事録に不備がある。

（事例５） 評議員会・理事会の決議について、特別の利害関係を有する者を確認
していない。

2121



（事例１）評議員会の招集が適正に⾏われていない

②法人指導監査における主な指摘事例
(法人運営における事務手続について)

2222

◆ポイント
○ 理事会で評議員会の⽇時・場所、議題、議案の概要といった招集事項を決
議します。

○ 評議員会を決議の省略で⾏う場合でも、招集する場合と同様に、あらかじ
め議題等は理事会で定めてください。

○ 理事会と評議員会の両⽅を決議の省略で⾏う場合でも、通常開催の場合と
同じく、理事会で決議があった(とみなされた)⽇以後に、評議員へ提案書等を
発送します。

○ 評議員の全員の同意があるときは、招集⼿続を経ることなく評議員会を開
催することができ、この場合には招集の通知を省略することができますが、
評議員会の⽇時等に関する理事会の決議は省略できません。



（事例２）監事の選任⼿続が適正に⾏われていない

②法人指導監査における主な指摘事例
(法人運営における事務手続について)

2323

同 意 書

社会福祉法人○○○会
理事長 ○○ ○○様

私は、社会福祉法第43第３項により準用される一般社団法人及び一
般財団法人に関する法律第72条の規定に従って、下記３の議案を今
回開催する評議員会に提案することに同意いたします。

記

１ 評議員会開催日時
令和○年○月○日 ○時○分から○時○分まで（予定）

２ 評議員会開催場所
○○市○○町○○番地 社会福祉法人○○会法人本部
会議室

３ 議案の概要
次期監事に○○○○氏及び○○○○氏を選任すること

令和 年 月 日

監 事 印

●監事の選任の際に、監事の過半数の同意を確認していない
・監事の定数２名の法⼈にて、１名の同意しか得ていない。
・監事候補者を決議する理事会に監事１名が⽋席していた。

（⽋席した監事の同意書もない）
※理事会が監事の選任に関する議案を評議員会に提出するた
めには、監事が理事の職務の執⾏を監査する⽴場にあること
に鑑み、その独⽴性を確保するため、在任する監事の過半数
の同意を得る必要があります。また、対外的に監事の同意を
得たことが⽰せるようにしておく必要があります。
（同意を得たことが分かる資料）
・各監事ごとに作成した同意書（連名も可）
・監事の選任に関する議案を決定した理事会の議事録 等



（事例３）計算関係書類等に関して、必要な機関の承認を受けていない。

②法人指導監査における主な指摘事例
(法人運営における事務手続について)

2424

計算書類及び附属明細書の全部⼜は⼀部が必要な機関の承認を受けていない事例
が散⾒されました。

（注）会計監査⼈⾮設置法⼈の場合

資⾦収⽀計算書 計
算
書
類

監
事
監
査

理
事
会
承
認

評
議
員
会
承
認

所
轄
庁
へ
提
出

︵
毎
年
６
⽉
末
ま
で
に
︶

事業活動計算書
貸借対照表

財産⽬録

附属明細書



（事例４）評議員会・理事会の議事録に不備がある

②法人指導監査における主な指摘事例
(法人運営における事務手続について)

2525

評議員会⼜は理事会（以下「評議員会等」という。）の議事については、法令で
定めるところにより、議事録を作成しなければならないとされているため、評議員
会等が開催された場合には、必ず議事録を書⾯⼜は電磁的記録をもって作成する必
要があります。

＜主な不備項⽬＞
○ 評議員会の議事録作成者の⽒名が記載されていない。
○ 決議の省略で開催した際の決議があったものとみなされた⽇※の誤り

→※全ての評議員⼜は理事の同意の意思表⽰が法⼈に到達した⽇となります。
○ 議事録署名⼈の誤り

→法令、定款に定める署名⼈及び署名の⽅法で作成してください。



（事例５）評議員会・理事会の決議について、特別の利害関係を有する者を確認して
いない。

②法人指導監査における主な指摘事例
(法人運営における事務手続について)

2626

評議員会⼜は理事会（以下「評議員会等」という。）の決議には、決議に特別の
利害関係を有する評議員⼜は理事（以下「評議員等」という。）が加わることがで
きません。決議に特別の利害関係を有している評議員等が加わっていないかについ
ての確認は法⼈において⾏われる必要があります。

＜特別の利害関係者の確認⽅法＞
① 評議員会等の場で確認し、議事録に記載する。
② 当該評議員会等の議案について特別の利害関係を有する場合には、法⼈に
申し出ることを定めた通知を発出する。

③ 評議員等の職務の執⾏に関する法⼈の規程に、評議員等が評議員会等の決
議事項と特別の利害関係を有する場合に届け出なければならないことを定める。



関係通知等について

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

（厚⽣労働省HPより）

2727

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_13319.html



関係通知等について

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

（厚⽣労働省HPより）

2828

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_13323.html



種 別 指 摘 事 例 の 内 容
（事例１） 計算書類の附属明細書に関するもの

（事例２） 寄附の受⼊れ⼿続きに関するもの

（事例３） 計算書類の注記に関するもの

（事例４） 法⼈経理規程の内容に関するもの

（事例５） 契約締結の⼿続に関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

指導監査では、経理規程の内容が社会福祉法⼈会計基準や社会福祉法に則してい
ない事例、計算書類の注記の作成に係る不備等が数多く⾒られます。

2929



（事例１-①）計算書類の附属明細書に関するもの ー借⼊⾦明細書について

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

●借⼊⾦明細書について記載漏れ及び記載内容の
誤りが認められた
・借⼊⾦の担保に供している資産がある場合に所
定の項⽬の記載がされていない
※記載漏れがないようご注意ください
・役員等⻑期借⼊⾦が⻑期運営資⾦借⼊⾦欄に記
載されていた
※欄外の（注）に記載のとおり、役員等短期借⼊
⾦がある場合、様式に項⽬名を追加してください。

3030

（「運⽤上の取扱い」別紙３―①）



（事例１-②_1）計算書類の附属明細書に関するもの ー寄附⾦収益明細書について

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

●寄附⾦収益明細書の記載内容に誤りが認められた
・寄附者の属性に個⼈名等が記載されていた。
※欄外の（注）にて記載内容が限定列挙されていますのでご注意く

ださい。

3131

（「運⽤上の取扱い」
別紙３―②）



（事例１-②_2）計算書類の附属明細書に関するもの ー寄附⾦収益明細書について

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

●寄附⾦収益明細書の記載内容に誤りが認められた
・拠点区分とすべき内訳がサービス区分ごとの内訳として作成されていた
※拠点区分の名称は、注記や法⼈経理規程、計算書類等を再度確認の上、正確に記載

してください。

3232



（事例２-①）寄附の受⼊れ⼿続きに関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

3333

利⽤者の家族
経
常

利⽤者本⼈
2
１

特養A拠点

50,000
障害者⽀援施設B拠点

100,000
50,000

150,0003

【例】

本部拠点

50,000
50,000

100,000 50,000



（事例２-②）寄附の受⼊れ⼿続きに関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

3434

（「運⽤上の留意事項」）

（寄附⾦品の受⼊⼿続）
第25条 寄附⾦品を受け⼊れた場合には、会計責任者は、寄付者が作成した寄附申込書に基づき、寄附者、
寄附⾦額及び寄附の⽬的を明らかにして統括会計責任者に報告するとともに、理事⻑⼜は理事⻑から権限
移譲を受けた者の承認を受けなければならない。

（「モデル経理規程」全国社会福祉法⼈経営者協議会）



（事例２-③）寄附の受⼊れ⼿続きに関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

3535

寄附金品台帳（●●拠点区分）

日付 寄附者氏名 寄附目的 金額 理事長承認

4月1日

5月20日

7月22日

7月22日

9月10日

寄附金申込書

令和○年○月○日

社会福祉法人●● 理事長様

ご住所
氏 名

私はこのたび貴法人に対し、次のとおり寄附を申し込みます。

寄附年月日 ○年○月○日
寄付目的 １ 法人運営のため ２ 施設運営のため（施設名●●）

３ 次の目的のため（ ）
４ 法人に一任します

寄付金額 ×××円

（寄附申込書、寄附⾦品台帳の例）

（「モデル経理規程」）



（事例３ -①）計算書類の注記に関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

●⼀部の拠点区分に関する注記が作成されていなかった。
・注記には「法⼈全体⽤」・「拠点区分⽤」の⼆種類があり、拠点区分⽤については
全ての拠点でそれぞれ作成する必要があります。

3636

（「運⽤上の取扱い」別紙１及び別紙２）

←全１６項⽬

←全１２項⽬



（事例３ -②-1 ）計算書類の注記に関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

●「該当がなくても省略できない項⽬」が省略されていた。
・該当事項がない場合、項⽬の記載を省略できるのは4項⽬のみで、それ以外は項⽬名
を残し、「該当なし」と記載してください。
・法⼈全体⽤の注記には「15.合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け」の項⽬が必
要です。

3737

（「運⽤上の留意事項」）



（事例３ -②-2）計算書類の注記に関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

●該当ない場合に省略可能な項⽬
・継続事業の前提に関する注記
・重要な会計⽅針の変更
・有形固定資産の取得価額、減価償却

累計額及び当期末残⾼
・債権額、徴収不能引当⾦の当期末残

⾼、債権の当期末残⾼

計算書類に対する注記
（拠点区分⽤）

１．重要な会計⽅針

２．重要な会計⽅針の変更
・
・
・

9.  債権額、徴収不能引当⾦の当期末
残⾼、債権の当期末残⾼

・
・
・
・

12．その他社会福祉法⼈の資⾦収⽀
及び純資産増減の状況並びに資産、負
債及び純資産の状態を明らかにするた
めに必要な事項

計算書類に対する注記
（法⼈全体⽤）

１．継続事業の前提に関する注記

２．重要な会計⽅針
・

３．重要な会計⽅針の変更
・

５．法⼈が作成する計算書類と拠点区
分、サービス区分

・
10.債権額、徴収不能引当⾦の当期末

残⾼、債権の当期末残⾼
・

15.合併及び事業の譲渡若しくは事業
の譲受け

16．その他社会福祉法⼈の資⾦収⽀
及び純資産増減の状況並びに資産、負
債及び純資産の状態を明らかにするた
めに必要な事項

3838

※アンダーライン付きの項⽬は、法⼈全体⽤に固有の項⽬



（事例４）法⼈経理規程の内容に関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

●法令に則していない内容が認められた。
①注記事項
※会計基準第29条の注記すべき事項とされてい
るものが、経理規程上定められていない。

②法令改正前の条⽂や⽂⾔が使⽤されていた
※現⾏の社会福祉法⼈会計基準では「財務諸表」
という⽂⾔は使⽤されていない。

社会福祉法⼈○○ 経理規程

この規定は社会福祉法⼈○○の経理の基準を
定め、・・・

・
・
・

（附則）
この規程は平成24年○⽉1⽇から施⾏する

（附則）
この規程は平成27年○⽉1⽇から施⾏する

平成29年4⽉以降に改正を⾏っ
ていない規程は、現⾏の法令等
に準拠できていません︕

3939



（事例５）契約の締結や更新に係る⼿続に関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

4040

（随意契約）
第74条 合理的な理由により、競争⼊札に付することが適当でないと認められる

場合においては、随意契約によるものとする。
なお、随意契約によることができる合理的な理由とは、次の各号に掲げる場合と

する。
(1) 売買、賃貸借、請負その他の契約でその予定価格が1,000万円を超えない場合

（以下略）

（「モデル経理規程」）

売買、賃貸借、請負その他の契約の場合
金額（万円） 工事または製造の請負 食料品･物品等の買入れ 左記以外

1000を超えない ３者見積

250を超えない

160を超えない

100を超えない

0

２者見積
２者見積

２者見積

３者見積
３者見積



⾒積り書
社会福祉法⼈○○会
件名︓清掃業務のお⾒積り 株式会社
有効期限︓2024年3⽉31⽇ ○○清掃

お⾒積額 ￥1,500,000

⾒積り書
社会福祉法⼈○○会
件名︓清掃業務のお⾒積り 株式会社
有効期限︓2024年3⽉31⽇ ○○清掃

お⾒積額 ￥1,500,000

（例） ⾒積り書

社会福祉法⼈○○○会
理事⻑ ○○ ○○様
件名︓清掃業務のお⾒積り 株式会社
有効期限︓2024年3⽉31⽇ ○○清掃

お⾒積額 ￥1,500,000

（事例５）契約の締結や更新に係る⼿続に関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

4141

印

品番・品名 数量 単価 ⾦額

全体清掃 １ 1,500,000 1,500,000

⼩計 1,500,000

合計 1,500,000

●価格による随意契約については、関係通知等
に基づき、原則として３社以上の業者からの⾒
積合わせを⾏うこと。
⾒積りを徴する業者及びその契約の額の決定

に当たっては、公平性、透明性の確保に⼗分留
意することとし、価格競争等を⾏ってください。

契約⼿続きのほか、契約にあたっての法⼈意思
決定⼿続にもご留意ください。（理事⻑専決事
項か、理事会決議が必要かなど）また受け取っ
た⾒積書は、必ず稟議書等と合わせて保管して
ください。
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財務諸表等電⼦開⽰システムの操作等について

https://www.wam.go.jp/wamnet/zaihyoukaiji/pub/PUB0200000E00.do

③財務諸表等電子開始システムにおける主な差戻し事例
（現況報告書作成におけるチェックポイント）
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① ②

（「WAMNET 社会福祉法⼈の財務諸表等電⼦開⽰システム」）
システム操作等に関しては、
（「操作説明書」）をご覧くだ
さい。



③財務諸表等電子開始システムにおける主な差戻し事例
（現況報告書作成におけるチェックポイント）

令和６年度の財務諸表等電⼦開⽰システムの届出では、⼊⼒に誤り等がある法⼈
が多く⾒られました。
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指摘事項の内容
（事例１） 評議員会・理事会への出席回数

（事例２） 国庫補助⾦等特別積⽴⾦取崩累計額について

（事例３） 内部取引消去について

（事例４） 計算書類（法⼈単位）の不備について

（事例５） 社会福祉充実財産について



（事例１）評議員会・理事会への出席回数

③財務諸表等電子開始システムにおける主な差戻し事例
（現況報告書作成におけるチェックポイント）

「当該会計年度の初⽇における評議員（理事、監事）の状況」における評議員会
（理事会）の出席回数と「前会計年度に実施した評議員会（理事会）の状況」に
おける出席者数が整合していない事例が⾒られました。

２ 当該会計年度の初⽇における評議員の状況

７ 前会計年度の評議員会の状況

4545



（事例２-①）「国庫補助⾦等特別積⽴⾦取崩累計額」について

③財務諸表等電子開始システムにおける主な差戻し事例
（現況報告書作成におけるチェックポイント）

・前年度と同額を記載している。
（※対象固定資産の減価償却が全て完了している場合を除く）

・当該年度の国庫補助⾦等特別積⽴⾦取崩額と同額を記載している。
（※「取崩しの累計額」を⼊⼒する必要があります。次ページ参照）

・その他、マイナス表記などの異常値を記載している。
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この⾦額を記載

（事例２-②）「国庫補助⾦等特別積⽴⾦取崩累計額」について

③財務諸表等電子開始システムにおける主な差戻し事例
（現況報告書作成におけるチェックポイント）

この項⽬には、「法⼈設⽴時からの国庫補助⾦等特別積⽴⾦取崩累計額(各年度
の事業活動計算書の国庫補助⾦等特別積⽴⾦取崩額の合計)※」を記載します。
※計算書類の附属明細書別紙３（⑧）「基本財産及びその他の固定資産（有形・

無形固定資産）の明細書」➡「減価償却累計額（F)」の「うち国庫補助⾦等の額」
の「基本財産及びその他の固定資産計」の額

4747



「内部取引」シート（事業活動）（財務諸表等⼊⼒シート）

（事例３-①）「内部取引消去」について

③財務諸表等電子開始システムにおける主な差戻し事例
（現況報告書作成におけるチェックポイント）
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内部取引消去を⼊⼒しないと、下記
計算書類が正しく作成されません︕
・資⾦収⽀内訳表（第⼀号第⼆様式）
・事業区分資⾦収⽀内訳表（第⼀号第三様式）
・事業活動内訳表（第⼆号第⼆様式）
・事業区分事業活動内訳表（第⼆号第三様式）

→収益（収⼊）ないし費⽤（⽀出）が実際よ
り過⼤に表⽰される

原則どおり、年度内に拠点区分間の繰⼊、貸付
が解消されている場合、
※（資⾦収⽀計算書）各部の収⼊と⽀出

（事業活動計算書）各部の収益と費⽤
は同額となり、「法⼈単位の」計算書類上、増
減差額（⼜は資⾦収⽀差額）は０となります。



「内部取引」シート（貸借対照表）（財務諸表等⼊⼒シート）

（事例３-②）「内部取引消去」について

③財務諸表等電子開始システムにおける主な差戻し事例
（現況報告書作成におけるチェックポイント）
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内部取引消去を⼊⼒しないと、下記
計算書類が正しく作成されません︕

・貸借対照内訳表（第三号第⼆様式）
・事業区分貸借対照内訳表（第三号第三様式）

→資産と負債が実際より過⼤に表⽰される



○「公開⽤計算書類」について
公開⽤計算書類を⼀度作成したあとに「計算書類シート」や「内部取引シート」を修正した場合、

公開⽤計算書類をもう⼀度作成しないと、修正内容が計算書類に反映されません。
上記シートを修正した際は、以下のメニューから計算書類を再度作成してください。

「計算書類シート」や「内部
取引シート」を修正したら、
忘れずにこのボタンを押下︕

（事例３-③）「内部取引消去」について

③財務諸表等電子開始システムにおける主な差戻し事例
（現況報告書作成におけるチェックポイント）
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（事例４）計算書類（法⼈単位）の不備について

③財務諸表等電子開始システムにおける主な差戻し事例
（現況報告書作成におけるチェックポイント）

・法⼈単位資⾦収⽀計算書の「予算」額が空欄になっている。
「内部取引」シート

（財務諸表等⼊⼒シート）
法⼈単位資⾦収⽀計算書

（財務諸表等⼊⼒シート）

「内部取引」シートの「資
⾦収⽀」の１様式（予算）
の予算額⼊⼒を
忘れると・・・

法⼈単位資⾦収⽀計算書
（第⼀号第⼀様式）の予算
額が空欄（ゼロ）に︕
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（事例５ -①）社会福祉充実財産について

③財務諸表等電子開始システムにおける主な差戻し事例
（現況報告書作成におけるチェックポイント）

社会福祉充実財産については、貸借対照表の財務諸表を⽤いて、全ての社会福祉法⼈が公平かつ簡
素に算定することができるよう、以下のとおり算定式を定める

5252



（事例５ -②）社会福祉充実財産について

③財務諸表等電子開始システムにおける主な差戻し事例
（現況報告書作成におけるチェックポイント）

控除対象財産（社会福祉法に基づく事業に活⽤している不動産等）の判別で、
特に誤りの多いものは次のとおりとなりますのでご留意ください。

※控除対象財産の判別については、厚⽣労働省社会・援護局⻑等通知（最終改
正︓令和４年12⽉26⽇）「社会福祉法第55条の２の規程に基づく社会福祉充
実計画の承認等について」をご確認ください。

＜資産の部＞ 控除対象
の判別 理由・留意事項等

⼤区分 中区分
流動資産 ⽴替⾦ × 最終的な使途⽬的が不明確な財産と

なることから控除対象とはならない。

仮払⾦ ○ 社会福祉事業等の⽤に供されるもの
に限り、控除対象となる。

固定資産
（その他の
固定資産）

退職給付引当資産 × 負債から控除済。

○○積⽴資産 × 使途⽬的の定めのない財産であるこ
とから控除対象とはならない。※
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最後に

当研修に関し不明な点は、横浜市健康福祉局監査課にお問
い合わせください。

※法⼈ごとの指導監査の内容に関するお問い合わせは、
各法⼈の所轄庁へご確認ください。

<問い合わせ先＞
横浜市健康福祉局監査課
TEL︓045-671-4195
FAX︓045-662-1658
E-mail︓kf-kansa-houjin@city.yokohama.jp

5454


